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講演サマリー 

新型インフルエンザと事業継続計画 

 

 今日の日本企業の活動は、中国を初めとするアジアとの関わりなしに行うことは難しくなっていま

す。新型インフルエンザがたとえ海外で発生したとしても、大流行（パンデミック）の際には、日本企

業の活動に大きな影響が出ることは必至です。仮に日本での発生があれば、前例のない状況が

訪れます。 

 多くの企業が作成している一般的な事業継続計画（Business Continuity Plan）では、社員がオフ

ィスにいて業務を行うことが前提となっています。新型インフルエンザが発生すると、この前提が成

り立たなくなり、事業継続計画そのものを再検討する必要があります。 

 数年前、アジア地域で SARS が流行した際に、シスコのアジア太平洋地区の諸拠点では、テレワ

ークを最大限に活用することで、業務の継続を可能にしました。企業が運営するすべての業務をテ

レワークで処理することは不可能ですが、ホワイトカラーを中心としたナレッジワークの大半にテレ

ワークを適用できるということは、弊社の取組みによって実証されています。 
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 鳥インフルエンザ対策においては、リスクマネジメントの原則を適用し、不測事態に際して何を守

るべきかという絞込みから始めるのが得策です。すなわち、パンデミックが起こった際の自社の経

済的インパクトを把握することから始めます。例えば、業務が 1 時間ストップするといくら売上が落

ちるのか、あるいはいくらコストが上がるのかなどといったことを、きちんと数字で把握します。 

 一方で、企業の存続は、経済的にインパクトの大きな業務だけを守れば済むと言うものでもあり

ません。例えば、R&D を競争力の源泉とする企業の場合、目に見える定量的な要素だけで守るべ

き領域を決定していくと、R&D 部門が対象からはずれてしまうという可能性もあります。また、ブラ

ンドのような目に見えない財（インタンジブルアセット）の毀損にも注意を払う必要があります。別な

観点では、企業が果たすべき社会的責任（Corporate Social Responsibility）の観点もおろそかにし

てはなりません。例えば、コミュニティとの連携や国・自治体との情報共有の仕組みを平時から機

能させておいて、不測の事態に備えます。 

 これらを総合的に勘案しながら、企業としての存続が可能になるように、業務や財を絞り込んで

いくことになります。限りある予算枠の中で、どの業務を継続の対象にするのか、あるいは継続に

はそれほどお金をかけず、むしろ事後のリカバリーをスムーズに行える環境を整えておくのかとい

った、優先順位を議論する必要があります。 

*本テキストは、2008年8月6日に開催された日本経済新聞社主催セミナー「いま、企業に求められる新型インフルエンザ

対策」においてシスコシステムズ インターネット ビジネス ソリューションズ グループ パートナー 石井延幸が講演した内

容の概略です。 

 

 

 


